
    新しい外国人材受入れ制度「育成就労制度」のご案内 

この度、2027年 4月 1日を施行予定とし、外国人技能実習制度に代わる「育成就労制度」が創設

されることになりました。弊組合では、新制度への円滑な移行に向け、引き続き会員企業の皆様を全力で

サポートしてまいります。 

             制度創設の背景と目的 

従来の技能実習制度は、国際貢献を目的としていましたが、育成就労制度は、日本の「人材確保」と「人

材育成」を明確な目的としています。特定技能 1号水準の人材を 3年間で育成し、よりスムーズに特定

技能への移行を図るための制度です。 

• 施行時期： 令和６年６月２１日、「出入国管理及び難民認定法及び外国人の技能実習の適正な

実施及び技能実習生の保護に関する法律の一部を改正する法律」が公布されました。それによ

り、技能移転による国際貢献を目的とする技能実習制度を抜本的に見直し、我が国の人手不足

分野における人材の育成・確保を目的とする育成就労制度が創設されます（育成就労制度は令

和６年６月２１日から起算して３年以内の政令で定める日に施行されます。）。         

（2027年 4月頃と想定）。 

• 移行期間： 施行後も移行期間が設けられ、技能実習生と育成就労外国人が混在する期間があり

ます。 

 

      主な変更点（特に重要なポイント） 

現時点での情報に基づき、会員企業様にとって特に影響の大きい主要な変更点をご紹介します。 

変更点 技能実習制度 育成就労制度（案） 

制度の目的 国際貢献（技術移転） 人材確保・育成 

在留資格 技能実習 育成就労 

転籍 原則不可（例外的な場合のみ可能） 一定の要件を満たせば可能 

在留期間 最大 5年 
原則 3年 

（特定技能１号水準の技能を有する人材を育成） 

監理団体の名称 監理団体 監理支援機関 

対象分野 91職種 168作業 
原則特定技能制度の分野と一致 

（対象分野が一部変更・拡大の可能性あり） 

日本語要件 原則不問（介護は N4） 
在留資格の要件に含まれる 

（例：入国時 N5相当など） 

 



  企業様にご留意いただきたい大きな変化 

1. 転籍の自由化（一定の条件付き） 

o 入国後 1年〜2年の就労を経て、同一分野内での転籍が本人の意向で可能になる見込

みです。 

o 企業様には、人材の定着のため、より良い労働環境・処遇の提供が重要となります。 

2. 日本語能力の要件化 

o 日本語学習が義務付けられ、段階的な習得レベルが要件となるため、企業様には日本語

学習支援が求められます。 

 

              弊組合がお手伝いできること 

弊組合は、制度の切り替わりに際し、会員企業の皆様が混乱なく外国人材の受入れを継続できるよう、

対応を強化してまいります。 

   詳細はお気軽にご相談ください 

本制度はまだ議論中の部分が多く、具体的な要件や手続きは今後、省令等で明確化されていきます。 

ご不明な点、ご懸念事項などがございましたら、貴社担当の職員までお気軽にご連絡ください。 

貴社の外国人材採用・育成が円滑に進むよう、引き続き、当団体が一丸となってサポートさせていただき

ます。 

 

 

〒102-0073 東京都千代田区九段北 1-14-15 武千代ビル 2階 

Tel: 03-3222-5411（受付時間 9:30～17:30） / Fax: 03-3222-0224 / E-mail:info＠attain.or.jp  

 

※ 本パンフレットの内容は、2025年 11月時点での公開情報に基づくものであり、今後、

国会審議や法改正に伴い変更される可能性があります。 


